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Ⅰ 財政課

１ 施策の体系（新ビジョン）

政策の柱…生産性の高い持続可能な行財政運営

目 標…健全な財政運営の堅持と最適かつ効果的な事業執行

施 策 将来にわたって安心な財政運営の堅持

取 組 予算の編成

取 組 予算の執行管理

２ 課別の事務又は事業の目的、計画、実績（成果）

（１）予算の編成

ア 財政管理運営費 18,353,183 円 県

（うち 委託料 12,818,750 円）

(ｱ) 財政管理運営費

令和６年度の当初予算は、「富国有徳の美しい“ふじのくに”づくり～未来に翔く

ＳＤＧｓの理想郷～」を理念として、次の２つの方針により予算を編成した。

方針１ 人づくり・富づくりを着実に推進する取組

①未来を拓くイノベーションの新展開

②安全・安心な地域づくり

③持続的な発展に向けた新たな挑戦

④未来を担う有徳の人づくり

⑤豊かな暮らしの実現

⑥魅力の発信と交流の拡大

方針２ 生産性の高い持続可能な行財政運営

①政策の推進に向けた組織体制の強化

②将来にわたって安心な財政運営の堅持

４月補正予算は、知事退職届提出等に伴い、県知事選挙及び県議会議員補欠選挙の執行

経費について補正を行った。

９月補正予算は、当初予算編成後の事情変化により必要となった経費等について補正を

行った。

10 月補正予算は、衆議院の解散に伴い、衆議院議員選挙等の執行経費について補正を

行った。

12 月補正予算は、当初予算編成後の事情変化により必要となった経費について補正を

行った。

２月補正予算は、国の令和６年度補正予算に伴い必要となる経費や年間所要額の精査に

よる減額補正等を行った。
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この結果、令和５年度から令和６年度へ繰り越した一般公共事業等 914 億 77 百万円を加

えた令和６年度の一般会計最終予算額は、1兆 4,995 億 52 百万円となり、令和５年度最終

予算額に比較して 557 億 14 百万円の増、前年度比 103.9％となった。

特別会計最終予算額は、9,214 億 71 百万円となり、令和５年度最終予算額に比較して、

678 億 58 百万円の増、前年度比 107.9％となった。

また、企業会計最終予算額は、808 億 43 百万円となり、令和５年度最終予算額に比較

して 76 億 63 百万円の減、前年度比 91.3％となった。

一般会計、特別会計、企業会計の令和６年度中の推移は次のとおりである。

（単位：百万円）

区 分 一般会計 特別会計 企業会計 計

令
和
６
年
度

当 初 1,316,000 889,818 80,594 2,286,412

４ 月 補 正 1,548 － － 1,548

９ 月 補 正 3,720 25 － 3,745

10 月 補 正 1,932 － － 1,932

12 月 補 正 8,620 △39 531 9,112

２ 月 補 正 76,255 28,896 △2,604 102,547

計 1,408,075 918,700 78,521 2,405,296

R ５ 年 度 繰 越 額 91,477 2,771 2,322 96,570

R ６ 年 度 最 終 予 算 額 A 1,499,552 921,471 80,843 2,501,866

R ５ 年 度 最 終 予 算 額 B 1,443,838 853,613 88,506 2,385,957

差 引 Ａ － Ｂ 55,714 67,858 △7,663 115,909

伸 率 Ａ ／ Ｂ 103.9% 107.9% 91.3% 104.9%
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（２）予算の執行管理

ア 財政管理運営費 18,353,183 円 県（再掲）

（うち 委託料 12,818,750 円）

(ｱ) 財政管理運営費

a 決算の状況

令和６年度予算の執行に当たっては、税収の動向、国の財政運営方針に留意しつつ、

的確な年間執行計画に基づき、計画的･効率的に執行するように努めた。

この結果、一般会計の決算は、

となり、差引の 151 億 16 百万円から令和７年度への繰越事業充当財源 104 億 53 百

万円を差し引いた純繰越金は 46 億 63 百万円となった。

（単位：百万円）

※ 令和５年度の純繰越金は、令和６年度に国へ返還を予定している新型コロナウイルス感染症

関連交付金等 19 億９百万円を除く。

特別会計の決算は、

また、企業会計の決算は、

となった。

歳入決算額 １兆 3,973 億 70 百万円

歳出決算額 １兆 3,822 億 54 百万円

差 引 151 億 16 百万円

区 分 令 和 ６ 年 度 令 和 ５ 年 度

歳 入 決 算 額 Ａ 1,397,370 1,347,230

歳 出 決 算 額 Ｂ 1,382,254 1,329,163

差 引 （ Ａ － Ｂ ） Ｃ 15,116 18,067

翌 年 度 へ の 繰 越 財 源 充 当 額 等 Ｄ 10,453 13,273

純 繰 越 金 （ Ｃ － Ｄ ） Ｅ 4,663 4,794

歳入決算額 9,233 億 81 百万円

歳出決算額 9,129 億 70 百万円

差 引 104 億 11 百万円

歳入決算額 683 億 89 百万円

歳出決算額 743 億 50 百万円

差 引 △59 億 61 百万円
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次に、令和６年度の繰越の状況は、一般会計において、令和６年度９月補正予算で

50 億 15 百万円、令和６年度 12 月補正予算で 94 億 37 百万円、令和６年度２月補正予

算で 1,037 億９百万円、合計で繰越明許費 1,181 億 61 百万円の議決を得たが、事業執

行の結果、978 億 89 百万円を令和７年度に繰り越すこととなった。

繰越額は令和５年度に比較して 64 億 12 百万円の増、前年度比 107.0％となった。

（単位：百万円）

※ R6 年度繰越額には、継続費逓次繰越額 284 百万円、事故繰越額 503 百万円を含む。

一般会計の繰越額の部別内訳は、次のとおりである。

継続費逓次繰越額 （単位：百万円）

明許繰越額 （単位：百万円）

R6 年度繰越額Ａ R5 年度繰越額Ｂ 差 引（Ａ－Ｂ） Ａ／Ｂ 備 考

97,889 91,477 6,412 107.0％ 繰越明許費 118,161

区 分
６年度

繰越額

未 収 入 特 定 財 源

繰越金国庫

支出金
諸収入 県 債

健康福祉部 健康福祉費 244 0 0 0 244

経済産業部 経済産業費 40 0 0 24 16

計 284 0 0 24 260

区 分
６年度

繰越額

既収入

特定財源

未 収 入 特 定 財 源 一般

財源国庫支出金 諸収入 県 債

危機管理部 229 0 50 0 52 127

危機管理費 223 0 50 0 52 121

災害対策費 6 0 0 0 0 6

くらし・環境部 くらし・環境費 338 0 299 0 0 39

スポーツ・文化観光部 スポーツ・文化観光費 1,026 96 430 0 409 91

健康福祉部 8,583 0 8,023 0 487 73

健康福祉費 8,456 0 7,896 0 487 73

教 育 費 127 0 127 0 0 0

経済産業部 22,460 1,399 16,127 0 3,949 985

経済産業費 21,623 1,399 15,290 0 3,949 985

災害対策費 837 0 837 0 0 0

交通基盤部 61,831 2,478 25,733 181 28,995 4,444

交通基盤費 58,205 2,478 23,887 181 27,252 4,407

災害対策費 3,626 0 1,846 0 1,743 37

警 察 警 察 費 13 0 5 0 0 8

教育委員会 2,622 0 307 0 1,919 396

教 育 費 2,593 0 288 0 1,909 396

災害対策費 29 0 19 0 10 0

計 97,102 3,973 50,974 181 35,811 6,163
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事故繰越額 （単位：百万円）

合計 （単位：百万円）

なお、令和６年度特別会計及び企業会計の繰越額は、次のとおりである。

（単位：百万円）

b 県債の状況

令和６年度一般会計における県債残高は、県債の発行により、1,167 億 2 百万円増加

し、元金償還により 1,750 億 17 百万円減少した。

これにより、年度末の県債残高は２兆 7,165 億 60 百万円（臨時財政対策債及び病院

債を除く通常債は１兆 5,845 億 65 百万円）となり、前年度に比べ 583 億 15 百万円減少

（通常債は 36 億 28 百万円減少）した。

県債残高の状況は、次のとおりである。 （単位：百万円）

また、県債発行において、安定的な資金調達を図るため、投資家を含めた市場関係

者に対し、本県の財政状況等の情報提供を行った。

区 分
６年度

繰越額

既収入

特定財源

未 収 入 特 定 財 源 一般

財源国庫支出金 諸収入 県 債

健康福祉部 健康福祉費 55 47 8 0 0 0

経済産業部 67 0 53 0 12 2

経済産業費 51 0 37 0 12 2

災害対策費 16 0 16 0 0 0

交通基盤部 交通基盤費 381 0 185 0 188 8

計 503 47 246 0 200 10

区 分
６年度

繰越額

既収入

特定財源

未 収 入 特 定 財 源
繰越金・

一般財源
国庫

支出金
諸収入 県 債

計 97,889 4,020 51,220 181 36,035 6,433

区 分
６年度

繰越額

既収入

特定財源

未 収 入 特 定 財 源 繰入金・

内部留保資金国庫支出金 県 債 その他

特別会計 2,565 110 108 2,347 0 0

企業会計 2,419 268 172 626 337 1,016

計 4,984 378 280 2,973 337 1,016

会 計 名
R5年度末現在高

Ａ

R6 年度中増減額 R6年度末現在高

Ｂ

差引

Ｂ－Ａ増加額 減少額

一 般 会 計 2,774,875 116,702 175,017 2,716,560 △58,315

通 常 債 1,588,193 104,625 108,253 1,584,565 △3,628

臨時財政対策債 1,145,296 9,983 63,641 1,091,638 △53,658

病 院 債 41,386 2,094 3,123 40,357 △1,029

特 別 会 計 58,580 251,749 248,036 62,293 3,713

企 業 会 計 51,821 1,844 5,716 47,949 △3,872

合 計 2,885,276 370,295 428,769 2,826,802 △58,474
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c 基金の管理

令和６年度における財政課所管の基金は、財政調整基金、県債管理基金及び大規模

地震災害対策基金の３基金である。

満期一括償還方式の県債の償還相当額（公債管理特別会計分）等及び運用利息を

1,601 億 40 百万円積み立てる一方、公債費の財源等として 1,470 億 22 百万円を取り崩

した。

この結果、令和６年度末財政課所管３基金の残高は、7,986 億 65 百万円となった。

各基金の状況は、次のとおりである。

（単位：百万円）

なお、基金の運用については、財政課所管以外の基金と併せて出納局が一括運用し、

長期、短期の期間に応じた運用等に努めた。

d 健全化判断比率等の公表

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、令和５年度決算の健全化判

断比率及び資金不足比率について、監査委員の審査に付した上で、議会に報告し、公表

した。

令和５年度決算に基づく健全化判断比率については、実質赤字比率及び連結実質赤字

比率は、収支が黒字であることから数値はなく、実質公債費比率は 13.6％、将来負担比

率は 235.4％となり、全ての数値が早期健全化基準内である。

なお、令和５年度決算に基づく資金不足比率については、審査の対象となったいずれ

の公営企業会計も資金不足額は生じていない。

令和５年度決算に基づく健全化判断比率 （単位：％）

※ 実質赤字比率及び連結実質赤字比率の「－」は、赤字額がないことを示す。

※ 早期健全化基準を括弧内に記載。

区 分
５年度末

現 在 高

令 和 ６ 年 度 中 の 増 減
６年度末

現 在 高
積立

取崩し 差 引
新規 利息 計

財
政
課
所
管
３
基
金

財政調整基金 5,732 0 12 12 1,548 △1,536 4,196

県債管理基金

（除く特別会計）

779,411

(80,408)

157,799

(7,675)

2,341

(167)

160,140

(7,842)

147,022

(20,220)

13,118

(△12,378)

792,529

(68,030)

大規模地震

災害対策基金
1,936 0 4 4 0 4 1,940

計

（除く特別会計）

787,079

(88,076)

157,799

(7,675)

2,357

(183)

160,156

(7,858)

148,570

(21,768)

11,586

(△13,910)

798,665

(74,166)

その他の基金

(除く特別・企業会計)

77,281

(50,444)

20,597

(19,277)

201

(143)

20,798

(19,420)

23,357

(20,844)

△2,559

(△1,424)

74,722

(49,020)

合計

(除く特別・企業会計)

864,360

(138,520)

178,396

(26,952)

2,558

(326)

180,954

(27,278)

171,927

(42,612)

9,027

(△15,334)

873,387

(123,186)

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

－
（3.75）

－
（8.75）

13.6
（25.0）

235.4
（400.0）
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令和５年度決算に基づく資金不足比率 （単位：％）

※ 資金不足比率の「－」は、不足額がないことを示す。

３ 評価、課題及び改善

（１） 評価

社会保障経費や公債費など、県の裁量が乏しい義務的経費の増加等に伴い、「財源不足額」

は前年度と比較して 160 億円拡大し、令和６年度の収支均衡は未達成となった。また、「通

常債残高」は、1 兆 5,846 億円となり、目標である「上限 1 兆 6,000 億円程度」を達成し

た。

（２） 課題

国の地方財政対策により一般財源総額が前年同額程度に据え置かれている中、社会保障

費、人件費等の増加や物価高騰を背景とした歳出水準の全般的な上昇等により、財政運用

は厳しい状況にある。このような中で「幸福度日本一の静岡県」を実現する施策の財源確

保や県債残高（通常債）の抑制、プライマリーバランスの黒字化に取り組む必要がある。

（３） 改善

「幸福度日本一の静岡県」を目指し、新たな取組を積極的に進めるため、今後 10 年間の

中期財政計画を策定し、持続可能で健全な財政基盤を構築する。

令和７年度からの４年間を改革強化期間と位置付け、補助金の見直しや、民間活力の更

会計の名称 資金不足比率

静 岡 県 工 業 用 水 道 事 業 会 計 －

静 岡 県 水 道 事 業 会 計 －

静 岡 県 地 域 振 興 整 備 事 業 会 計 －

静 岡 県 立 静 岡 が ん セ ン タ ー 事 業 会 計 －

静 岡 県 清 水 港 等 港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 －

静 岡 県 流 域 下 水 道 事 業 特 別 会 計 －

指標名
現状値

(2020 年度)

実績 目標値

(2025 年度)2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度

成果

指標

収支均衡

（財政調整用の基金

による補填額）

財源

不足額

△70 億円

△40 億円 △32億円 △58 億円 △218 億円

財源

不足額

0 円

成果

指標
通常債残高 1 兆 6,041 億円 1 兆 6,032 億円 １ 兆 5,962 億 円 １兆 5,882 億円 １兆 5,846 億円

上限

1 兆 6,000 億円

程度

成果

指標
実質公債費比率 13.5％ 13.1％ 13.0％ 13.6％ （算定中）

18％

未満

成果

指標
将来負担比率 248.7％ 230.9％ 240.0％ 235.4％ （算定中）

400％

未満
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なる導入、知事公舎を含めた未利用財産の売却など、徹底した歳出・歳入の見直しに取り

組む。特に、投資的経費の適正化や、効率的な手法への転換等による大規模プロジェクト

の見直しを行うなど、中長期的な視点で、計画に定めた目標の達成に向けて、取り組んで

いく。

県債の発行額については、償還額を上回らないよう、建設事業、施設整備事業等の投資

的経費の水準調整や資金手当債の抑制などに取り組んでいく。

また、国に対しては、国・地方を通じた中長期的に安定的な税財政の枠組の構築や臨時

財政対策債の廃止と償還財源の確実な確保等について提言していく。
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性質別歳出決算の状況調（一般会計）

R　　６　　年　　度 R　　５　　年　　度 前年度

区　　分 決算見込額 構成比 決　算　額 構成比 差引増減額 対　比 比較増減

(A) (B) (C) (D) (A)-(C) (A)/(C) (B)-(D)

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ ％

義務的経費 659,269,109 47.7 619,834,190 46.6 39,434,919 106.4 1.1

人 件 費 304,264,232 22.0 282,117,258 21.2 22,146,974 107.9 0.8

扶 助 費 149,683,790 10.8 141,381,419 10.6 8,302,371 105.9 0.2

公 債 費 205,321,087 14.9 196,335,513 14.8 8,985,574 104.6 0.1

投資的経費 223,094,924 16.1 209,936,067 15.8 13,158,857 106.3 0.3

普通建設事業費 208,094,401 15.0 195,521,373 14.7 12,573,028 106.4 0.3

補 助 事 業 費 102,249,845 7.4 100,994,067 7.6 1,255,778 101.2 △ 0.2

直轄事業負担金 14,258,939 1.0 14,126,427 1.1 132,512 100.9 △ 0.1

単 独 事 業 費 89,109,614 6.4 79,747,956 6.0 9,361,658 111.7 0.4

そ の 他 2,476,003 0.2 652,923 0.0 1,823,080 379.2 0.2

災害復旧事業費 15,000,523 1.1 14,414,694 1.1 585,829 104.1 0.0

補 助 事 業 費 13,897,646 1.0 13,913,027 1.1 △ 15,381 99.9 △ 0.1

直轄事業負担金 173,484 0.0 152,608 0.0 20,876 113.7 0.0

単 独 事 業 費 929,393 0.1 349,059 0.0 580,334 266.3 0.1

その他経費 499,889,934 36.2 499,392,293 37.6 497,641 100.1 △ 1.4

行 政 費 54,797,347 4.0 51,502,602 3.9 3,294,745 106.4 0.1

維 持 補 修 費 3,443,106 0.3 3,407,486 0.3 35,620 101.0 0.0

奨 励 助 成 費 384,159,744 27.8 394,492,420 29.7 △ 10,332,676 97.4 △ 1.9

繰 出 金 26,739,979 1.9 27,169,333 2.0 △ 429,354 98.4 △ 0.1

そ の 他 30,749,758 2.2 22,820,452 1.7 7,929,306 134.7 0.5

計 1,382,253,967 100.0 1,329,162,550 100.0 53,091,417 104.0 0.0
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事業の根拠法令調

事 業 名 根 拠 法 令

基金の積立

地方自治法（第２４１条）

静岡県財政調整基金条例

静岡県県債管理基金条例

静岡県大規模地震災害対策基金条例

公債費の償還
地方自治法（第２３０条）

静岡県公債管理特別会計設置条例

予備費の補充 地方自治法（第２１７条）

宝くじの発売
地方財政法（第３２条）

当せん金付証票法
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（令和７年４月１日現在）

財政課 〔課兼務〕 計

28 28

(1) (1)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

0

(0)

28 0 28

(0) (1) (1)

1 1

(0)

0

(0)

1 0 1

(0) (0) (0)

29 0 29

(0) (1) (1)

計

合計

職　員　配　置　調

区　　　分

配
置
職
員

職員（事）

職員（技）

暫定再任用職員（事）

暫定再任用職員（技）

定年前再任用短時間
勤務職員（事）

定年前再任用短時間
勤務職員（技）

計

会計年度任用職員

臨時的任用職員
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【総務課、財政課、税務課、行政経営課】

郵券等受払調

（令和７年３月31日現在）

（単位：枚、円）

区

分
種類

令和５年度 令和６年度

摘要繰 越 受 入 払 出 繰 越 受 入 払 出 差引現在高

枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額 枚数 金額

タ
ク
シ
ー
チ
ケ
ッ
ト

公用

タクシー券
0 360

212 0 使用分

58 0 廃棄分

90 0 返納分

計 0 360 360 0
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（令和６年度）

左のうち、前年度
からの繰越額分

一般会計 知事直轄組織費 知事直轄組織費 財政管理費 35,414,600 12,818,750

一般会計 知事直轄組織費 知事直轄組織費 諸費 1,742,400 0

一般会計 公債費 公債費 公債諸費 220,000 220,000

計 37,377,000 13,038,750 0

計 0 0 0

計 0 0 0

一般会計 知事直轄組織費 知事直轄組織費 財政管理費 154,000

計 0 154,000 0

一般会計 知事直轄組織費 知事直轄組織費 財政管理費 238,000 232,000

一般会計 公債費 公債費 公債諸費 2,263,127 1,977,799

計 2,501,127 2,209,799 0

計 0 0 0

(12)
委託料

(14)
工　事
請負費

(16)
公有財産
購入費

(17)
備品
購入費

(18)
負担金、
補助及び
交付金

(21)
補償、補
填及び賠
償金

委 託 料 等 歳 出 予 算 執 行 状 況 節 別 集 計 表

節　名 会 計 款 項 目

執行済額（円）

５年度 ６年度
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当 初

設 計 金 額 当初額 変更増減額 計

円 円 円 円

317,059,3904件 318,951,390 317,059,390 0

220,000 随契4
起債管理システム保守業
務委託契約

株式会社日本ビジネ
スデータープロセシン
グセンター

220,000 220,000 0

311,740,000 一般3
静岡県予算編成システム
再構築・保守管理業務委
託

日本電気株式会社静
岡支社

313,632,000 311,740,000 0

1,293,600 随契2
静岡県公会計システム情
報処理基盤移行業務委
託

株式会社システム
ディ

1,293,600 1,293,600

1
静岡県公会計システム保
守管理等業務委託

株式会社システム
ディ

3,805,790 3,805,790 0 3,805,790 随契

委　　　　　　託　　　　　　料　　　　　　に　　　　　　

整理
番号

委託業務名 受　　託　　者
契約金額 契約締結

方　　　法
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（令和６年度）
（令和７年５月31日現在）

円 円

随契２号（不適）

財政管理費 3,805,790

随契２号（不適）

財政管理費 1,293,600

R３債務

財政管理費
（304,020,640）

7,719,360

随契１号（少額）

公債諸費 220,000

財政管理費 12,818,750

公債諸費 220,000
13,038,750

R6.4.1
～

R7.3.31
R7.5.2 220,000 起債管理システムの保守業務

R3.6.30
～

R8.3.31
R7.4.28

（304,020,640）
7,719,360

静岡県予算編成システムの再構築・保守管理
業務

R7.3.7
～

R7.3.31
R7.4.21 1,293,600

静岡県情報処理基盤の更新に伴うソフトウェア
等の更新対応業務委託

R6.5.31
～

R7.3.31
R7.4.30 3,805,790 統一的な基準による財務諸表の作成支援等

委託業務の内容 摘要

　　　　　　関　　　　　　す　　　　　　る　　　　　　調

契約期間 支出年月日 金　　額
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3
一般財団法人地方債協会運営費負担
金

一般財団法人地方債協会 規程

4
一般財団法人地方財務協会運営費負
担金

一般財団法人地方財務協会 規程

5
共同発行市場公募地方債に係る広報
経費等負担金

一般財団法人地方債協会 通知

負　　　　担　　　　金　　

整理
番号

負　担　金　名 交　　付　　先 負　担　根　拠

1 全国自治宝くじ事務協議会負担金 全国自治宝くじ事務協議会 規約

5件

2
関東・中部・東北自治宝くじ事務協議会
負担金

関東・中部・東北自治宝くじ事
務協議会

規約
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（令和６年度）
（令和７年５月31日現在）

円

50,000 R6.4.26

70,900 R6.8.30

7,000 R7.3.26

計 127,900

100,000 R6.5.31

4,100 R6.8.30

計 104,100

一般財団法人地方債協会令和６年度会費 1,350,000 R6.6.28 公債諸費 1,350,000

一般財団法人地方財務協会に係る会費 612,000 R6.7.1 公債諸費 612,000

共同発行市場公募地方債に係る広報経費等負担金 15,799 R6.11.15 公債諸費 15,799

232,000 財政管理費 232,000

1,977,799 公債諸費 1,977,799

財政管理費 127,900

　　支　　　　出　　　　調

事　業　内　容 負担金額

関東・中部・東北自治宝くじ事務協議会事務負担金
及び宝くじ事務協議会普及宣伝費負担金

財政管理費

支出年月日 摘　要

円

全国自治宝くじ事務協議会一般会計分担金及び事
業会計分担金

104,100
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出 資 金 調

（令和６年度）

出資先

（代表者名）
所在地

資本金又は

基本財産

Ａ

県 出 資 金 等

決算期
年 間

配当率
出資目的前年度末

現在額

当年度

増減額

当年度末

現在高

Ｂ

出資の

初年度

出資率

Ｂ／Ａ

円 円 円 円 年度

㈱日本宝くじ

システム

(代表取締役

社 長 青 木 信

之)

東京都

中央区

京橋

二丁目

５番７号

134,000,000 2,000,000 0 2,000,000 平成４ 1.5％ ３月 0.0％

宝くじ

システム

の開発

地方公共団体

金融機構

（理事長内藤

尚志）

東京都

千代田区

日比谷公

園１番３

号

市政会館

16,602,100,000 161,000,000 0 161,000,000 平成20 1.0％ ３月 0.0％

資本市場

からの資

金調達支

援
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基　金　の　管　理　状　況　調

財政調整基金

決算年度末
増 減 差引増減高 現　 在 　高

定期預金 4,349,340,768 11,855,685 1,980,493,569 △ 1,968,637,884 2,380,702,884
別段預金 1,382,406,629 432,493,569 0 432,493,569 1,814,900,198

計 5,731,747,397 444,349,254 1,980,493,569 △ 1,536,144,315 4,195,603,082

県債管理基金

決算年度末
増 減 差引増減高 現　 在 　高

利付債券 495,520,578,285 55,660,399,477 41,518,529,666 14,141,869,811 509,662,448,096
定期預金 214,003,075,176 175,434,332,911 202,686,209,977 △ 27,251,877,066 186,751,198,110
別段預金 69,886,627,797 26,228,261,157 0 26,228,261,157 96,114,888,954

計 779,410,281,258 257,322,993,545 244,204,739,643 13,118,253,902 792,528,535,160

大規模地震災害対策基金

決算年度末
増 減 差引増減高 現　 在 　高

定期預金 1,469,576,289 4,005,856 146,133,019 △ 142,127,163 1,327,449,126
別段預金 467,094,236 146,133,019 0 146,133,019 613,227,255

計 1,936,670,525 150,138,875 146,133,019 4,005,856 1,940,676,381

（令和6年度末現在）

（単位：円）

保管区分 前年度末現在高
決　　算　　年　　度　　中　　増　　減　　高

摘　　要

保管区分 前年度末現在高
決　　算　　年　　度　　中　　増　　減　　高

摘　　要

（令和6年度末現在）

（単位：円）

（令和6年度末現在）

（単位：円）

保管区分 前年度末現在高
決　　算　　年　　度　　中　　増　　減　　高

摘　　要
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